別添様式１
令和　　年　　月　　日

愛知県知事　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人等名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　


「障害者相談支援体制整備事業（一般就労移行）」企画提案書の提出について

　愛知県が発注する「障害者相談支援体制整備事業（一般就労移行）」を受託したいので、次のとおり企画提案書を提出します。
　なお、提案にあたり、下記事項について誓約します。


記
１　応募者は、募集要項に定める応募資格を満たしていること。
２　募集要項に記載された内容をすべて承知の上で提案するものであること。




	所属（部署名）
	

	担当者役職・氏名
	

	電話
	

	ファックス
	

	メールアドレス
	


（連絡先）


※企画提案書はＡ４縦とし、本紙を含み10ページまでとします。

１　提案者の概要
	事業者名
	

	代表者氏名
	

	所在地
	〒


	設立年月日
	

	資本金
	

	従業員数
	

	現在の事業内容
	



２　提案の内容
（１）全体方針
	事業全体のコンセプト

	


	事業目標（想定される課題と課題解決方法等があれば、それも含めて記載）

	




	アドバイザーとして配置予定の職員について

	氏名：
	役職：

	経歴（雇用情勢や企業における職員採用、障害者就労に関する知識・実績等がわかるように記載）

	


	他事業との兼務状況（具体的に兼務する業務内容を記載）

	


	本事業に割ける活動時間（「週○日、１日△時間程度従事可能」「月～時間従事可能」等具体的に記載）

	


	セミナー等の講師として活動可能な時間、回数等（県や就労支援機関等からセミナー等の講師依頼があった際に活動可能な時間や回数等を記載）

	



（２）事業実施体制
	全体スケジュール（事業内容の取組予定等）

	


	人員配置などの実施体制図（本事業に携わる人員の他業務の実施状況等がわかるよう兼務状況等を付記すること）

	



（３）事業内容（各事業内容に対する具体的な取組内容）
	地域の就労支援のネットワークの強化に向けた取組（実践フォーラム、就労支援の推進に資する取組について

	（具体的な取組内容）



	（応募者独自の視点、事業実施にあたってのＰＲポイント※実績等があればそれも記載）



	事業所支援の相談窓口について

	（具体的な取組内容）



	（応募者独自の視点、事業実施にあたってのＰＲポイント※実績等があればそれも記載）



	県や就労支援機関等で開催される就労支援に関するセミナー等の講師について

	（具体的な取組内容）



	（応募者独自の視点、事業実施にあたってのＰＲポイント※実績等があればそれも記載）



	研修会及び実践報告会の開催について

	（具体的な取組内容）



	（応募者独自の視点、事業実施にあたってのＰＲポイント※実績等があればそれも記載）





（４）付加提案
	







（５）社会的取組について
※「社会的価値の実現に資する取組に関する申告書」（別紙）に該当する場合は、申告書に添付書類を添えて、正本１部にのみ添付の上、提出すること。


３　見積経費等　
	区　分
	見積額
（単位：円）
	積算根拠

	人件費
	
	アドバイザー　○円×△日×◎人＝○○円
補助者　時給○円×□時間×△日×◎人＝○○円

	旅費
	
	事業所訪問　○円×△箇所＝○○円

	通信費
	
	郵便代　○円×△△箇所＝○○円
電話代　○円×□□ヶ月＝○○円

	使用料及び
賃借料
	
	会場使用料（××を想定）　○円×◎人＝○○円

	印刷費
	
	チラシ　　　○円×◆部

	人件費
	
	アドバイザー　○円×△日×◎人＝○○円
補助者　時給○円×□時間×△日×◎人＝○○円

	消耗品費
	
	コピー用紙　○円×◎部＝○○円

	小計
	
	

	税
	
	小計×10％

	計
	
	


※　「区分」欄には、事業の実施に直接必要となる経費の費目（謝金、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、賃借料、事業実施のための人件費等）を記入してください。
※　「積算根拠」欄には、活動内容が事業費の積算から裏付けできるよう、具体的に内訳（単価や回数等）を記入してください。
※　３万円以上の備品（パソコンなど）等財産を取得するための経費は、必要経費として認められません。

【注意事項】
(1) 企画提案書は、Ａ４版（縦長）の用紙で作成してください。
(2) 企画提案書は、５部（正本１部、副本４部）提出してください。
(3) 企画提案書の正本には、次の書類を添付してください。
・法人の定款（会則）
・役員名簿
・応募者の概要が分かるもの（企業案内等）
・事業を実施する年度（未作成の場合は、企画提案書を提出する年度）の事業計画書及び収支予算書
・応募者の応募資格を満たしていることがわかる書類（写し）
・社会的価値の実現に資する取組に関する申告書（別紙様式）
　※正本に添付する書類は、企画提案書のページ数には含まないものとします。
